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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

売上高 (千円) 4,302,703 4,771,743 5,396,747 6,965,567 8,454,136 

経常利益 (千円) 183,455 302,894 400,724 488,783 579,666 

当期純利益 (千円) 26,329 171,729 242,336 284,884 317,973 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 92,000 92,000 92,000 92,000 92,000 

発行済株式総数 (株) 55,180 55,180 1,655,400 1,655,400 1,655,400 

純資産額 (千円) 540,055 696,169 919,082 1,180,718 1,455,714 

総資産額 (千円) 1,418,382 1,684,345 2,177,771 2,814,994 3,358,003 

１株当たり純資産額 (円) 9,604.16 12,414.34 548.16 707.29 879.37 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
100.00 

( ― )

150.00

( ― )

7.00

( ― )

20.00 

( ― )

28.00

( ― )

１株当たり当期純利益 (円) 294.16 2,910.17 139.35 166.13 192.08 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 38.1 41.3 42.2 41.9 43.3 

自己資本利益率 (％) 5.0 27.8 30.0 27.1 24.1 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 

配当性向 (％) 34.0 5.1 5.0 12.0 14.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 107,948 △28,513 217,612 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △287,593 △32,746 △18,576 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △8,277 △11,587 △33,108 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― 453,654 380,805 546,734 

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
606 

(30)

663

(23)

676

(28)

834 

(24)

835

(22)



(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

２．当社は第27期よりキャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．第29期までは、当社株式は非上場でありますので、株価収益率については記載しておりません。 

６．従業員数は就業人員（社外から当社への出向社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（嘱託社員を含んでおりま

す。）は年間の平均人員を(  )外数で記載しております。 

７．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

８．第26期における１株当たり配当額150円には、25周年記念配当50円を含んでおります。 

９．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第27期、第28期及び第29期の財務諸表についてみすず監査法人の監査

を受けておりますが、第26期以前の財務諸表については当該監査を受けておりません。 

10. 純資産額の算定にあたり、第29期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

11. 当社は平成17年1月12日付で普通株式１株につき30株の株式分割を行っております。 

  



２ 【沿革】 

(注) 平成19年6月株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場いたしました。 

年    月 変       遷       の       内       容 

昭和53年12月 宮城県泉市（現仙台市泉区）において、資本金1,000千円（発行済株式総数2,000株）にて、ソ

フトウェア受託開発等を目的として、株式会社ソフトウェア企画（現当社）を設立 

昭和57年 7月 本社を仙台市燕沢（現仙台市宮城野区）に移転 

昭和62年12月 本社を仙台市新寺（現仙台市若林区）に移転 

平成 2年 2月 当社の資本充実及び安定化の必要性により富士ソフトウエア株式会社（現富士ソフト株式会

社）が当社株式を取得し関連会社化（出資比率33.33％） 

平成 2年 6月 本社を仙台市青葉区五橋に移転 

平成 6年 2月 パッケージソフトウェアやパソコン等のハードウェア及び周辺機器の販売を目的としてコンビ

ニエンス・ソフトショップ事業（現ＩＴコンポーネント事業）を開始 

平成 8年 7月 本社を仙台市青葉区一番町に移転 

平成 9年 1月 富士ソフトエービーシ株式会社（現富士ソフト株式会社）が当社株式の過半数を取得し子会社

化（出資比率58.33％） 

平成 9年12月 マイクロソフトソリューションプロバイダーの認定を取得 

平成14年 3月 サイバーコム株式会社、ボスシステム株式会社及び有明システム株式会社の3社を吸収合併し

サイバーコム株式会社に商号を変更 

合併後、2本社制（仙台本社、横浜本社）、4事業所体制（仙台事業所、横浜事業所、新潟事業

所、熊本事業所） 

平成14年 4月 顧客の様々なトラブルや課題に対し、技術相談、コンサルティング、教育、アウトソーシング

等のサービスをワンストップにて提供するテクニカルサービス事業を開始 

平成17年 3月 経済産業省のシステムインテグレーション（ＳＩ）企業に登録（登録番号 （東）17110001、

平成19年3月に更新し（東）18110002） 

平成17年 7月 環境への取組みを目的として、エコアクション２１を認証登録（認証・登録番号 0000436） 

平成17年 8月 

  

  

平成18年 3月 

平成18年 4月 

平成18年 6月 

富士ソフトエービーシ株式会社（現富士ソフト株式会社）から当社への通信基盤分野にかかる

ソフトウェア開発業務の集約に伴い、我孫子事業所を開設（平成18年3月に移転し柏事業所へ

改称） 

マイクロソフト認定ゴールドパートナーを取得 

プライバシーマークを認定取得（認定番号 B820460(01)） 

仙台事業所にてＩＳＯ９００１を認証取得（認証番号 01668-2006-AQ-KOB-JAB） 



３ 【事業の内容】 

 当社は、富士ソフトグループに属しており、現在、同グループにおいて主として通信系分野のソフトウェア開発を行

う企業として位置付けられております。 

 当社の事業は、通信系分野（主として通信インフラ網に関わる製品・システムなどを手掛ける通信基盤分野）を中心

としたソフトウェアの受託開発を行うソフトウェア開発事業を主力事業としております。また、多様化する顧客ニーズ

への対応としてテクニカルサービス事業及びＩＴコンポーネント事業を展開しております。 

尚、各事業における主な事業内容は次のとおりであります。 

  

(1)ソフトウェア開発事業 

ソフトウェア開発事業においては、通信系ソフトウェアを中心として、制御系ソフトウェア及び業務系ソフトウェ

ア等の顧客ニーズに応じた各種ソフトウェアの受託開発を行っております。 

当社が受託する開発業務は、原則として予め決定している仕様、成果物に基づき開発を受託する形態であります。

また、開発業務は、自社内での開発を基本としておりますが、現状においては、顧客企業の情報管理体制強化等の要

請から相手先の事業所内に常駐する形態での開発が当社受託プロジェクトの多くを占めております。いずれの開発形

態においても、当社プロジェクト管理者の指揮管理のもと組織的に開発業務を遂行しております。尚、開発業務等の

一部についてはパートナーと位置付ける協力会社への外注を活用しております。 

また、ソフトウェア開発の受託については、従来は親会社である富士ソフト株式会社向けが売上高の過半を占めてお

りましたが、近年においては、親会社からの顧客及び開発業務の移管等を含め、外販比率向上を進めております。 

  

①通信系ソフトウェア 

通信系ソフトウェアの開発は、当社におけるソフトウェア開発の主力であり、過年度より継続的に当該開発案件に

携わることにより専門的な技術及びノウハウの蓄積を進めております。当該ソフトウェアには、電話交換機や携帯電

話網基地局等の高速性、安定性及び信頼性が要求される通信システム及び装置等の通信インフラにかかる通信基盤分

野、携帯電話をはじめとする情報端末等に搭載される通信端末分野、通信基盤、通信端末を利用し実現される映像配

信システム、ＥＣショッピングサイトシステムなどの企業向けのシステム開発である通信ソリューション分野の３分

野に区分されます。 

当社においては、通信基盤分野を重点分野として位置付けており、過年度より継続的に受託開発案件に携わること

により専門的な技術及びノウハウの蓄積を進めております。また、通信基盤分野については、次世代ネットワーク

（ＮＧＮ）（注）の研究及び構築、ユビキタスネット社会の進展を背景として、これらに関連する機器やネットワー

ク等に必要となるソフトウェア開発は中期的に拡大していくものと認識しており、注力分野として事業を展開してお

ります。 

尚、当社が受託開発する通信系ソフトウェアの概要は以下のとおりであります。 

  

（通信基盤分野）   

・携帯電話網における基地局、制御局に関わるソフトウェア開発 

・次世代ネットワークシステム（ＮＧＮ）における制御・管理ソフトウェア開発 

  

（通信端末分野） 

・携帯電話に搭載される通信ソフトウェア開発 

・ネットワーク融合型カーナビゲーションに関わるソフトウェア開発 

  

（通信ソリューション分野） 



・映像配信システムのソフトウェア開発 

・ＥＣショッピングサイトシステムのソフトウェア開発 

  

（注）次世代ネットワークシステム（ＮＧＮ） 

ＩＰベースで構築される次世代通信ネットワークのこと。現在は電話網とインターネットサービスなどのため

のＩＰ網が別個に整備されているが、次世代ネットワークではＩＰベースのネットワークを構築し、その上で電

話やインターネット接続に限らず、放送、認証サービス、位置情報サービス、マルチメディア会議など、あらゆ

るサービスを提供することを目的としている。通信品質を保証する技術やセキュリティを向上させたＩＰベース

のネットワークを構築し、多用なサービスを展開することでユビキタスネット社会が実現できるとされている。 

その第１歩として、各国で電話網のＩＰ網への置き換えが進められている。日本でも、ＫＤＤＩが２００８年

までにＩＰ化完了を、ＮＴＴグループが２０１０年前半までにＩＰ化を行うことなどを目標として作業を行って

いる。現在、ＩＴＵ－Ｔ（国際電気通信連合 電気通信標準化部門）などが中心になってＮＧＮの標準化が進め

られている。日本でも、総務省が「ＩＰネットワーク設備委員会」を２００５年１１月に、産官学連携による

「次世代IPネットワーク推進フォーラム」が２００５年１２月に設立されている。 

  

②制御系ソフトウェア 

制御系ソフトウェアは、工業用ロボットやデジタル家電などをはじめとする工業製品に組み込まれ目的に沿い機器

などを動かすソフトウェアであります。制御系ソフトウェアについては、多様な分野の技術が必要とされる等そのソ

フトウェア開発は複雑化する傾向にあり、また、通信機能を備える製品も拡大する傾向にあることから、当社として

も各種要素技術の強化等を図りつつ受託開発を行っております。 

尚、当社が受託開発する制御系ソフトウェアの概要は以下のとおりであります。 

  

・工業用ロボットの制御を行うソフトウェア開発 

・複合機、複写機、印刷機に搭載され制御を行うソフトウェア開発 

・各種デジタル家電に搭載され制御を行うソフトウェア開発 

・鉄道及び航空分野における自動改札機の制御を行うソフトウェア開発 

  

  

③業務系ソフトウェア 

業務系ソフトウェアは、パッケージソフトウェアの開発支援、企業の業務効率向上を図るためのソフトウェア開発

等が主な開発案件であります。 

尚、当社が受託開発する業務系ソフトウェアの概要は以下のとおりであります。 

  

・作業日報読込ソフトウェア開発 

・セキュリティ診断ソフトウェア開発 

・業務用電話管理用ソフトウェア開発 

  

(2) テクニカルサービス事業 

テクニカルサービス事業は、システム導入・運用、コンサルティング、教育、ネットワークの設計・構築・保守、

サーバ機器の管理、セキュリティ構築、携帯電話やＩＰ通信機器の製品評価等、顧客企業のシステム等に関する各種

ニーズに対応し、ソフトウェア開発に付随した各種サービスを提供しております。 

  



(3) ＩＴコンポーネント事業 

ＩＴコンポーネント事業は、ＰＣ等の機器類及びソフトウェア（ライセンス含む）等の仕入販売を行っており、主

としてテクニカルサービス事業の受注案件に付帯するものであります。 

当社は、特定のメーカー等に依存することなく、顧客企業にとって最適な機器類及びソフトウェア等の提案を行っ

ております。 

  

当社の事業系統図は、次のとおりであります。 

（事業系統図） 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注)  富士ソフト株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年3月31日現在 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託社員を含んでおります。）は最近１年間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。 

２．平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与の算定においては、社外から当社への出向社員を含めておりません。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の
被所有割合

関係内容 

(親会社)   千円   ％  

富士ソフト株式会社 神奈川県横浜市中区 26,200,289 
ソフトウェア開発関連事業、
アウトソーシング事業、 
ソリューションサービス事業 

74.94 

役員の兼務 1名 
ソフトウェア開発等の受託 
システム機器・ソフトウェア

等の仕入等 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

835（22） 29.5 4.3 4,163 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度のわが国の経済は、戦後最長の景気拡大を背景として、中小企業においても設備投資が増加いたしまし

た。米国経済の腰折れ懸念や、北朝鮮の核問題、テロへの警戒等不安材料はあり、また年度末にかけて消費に弱さが

見受けられるものの、一方で雇用の改善、都市部での地価の上昇等の景気回復兆候も見られ、景気は回復基調を維持

しております。 

当業界におきましては、各企業の収益改善やＩＴ化が進む社会情勢を背景に、情報化投資の需要は前年に増して堅

調に推移いたしました。 

このような状況下、当社は需要増加に対する要員の手当に苦慮しましたが、4月には個人情報取り扱いに関する認

定制度であるプライバシーマークを取得、６月には仙台事業所がＩＳＯ９００１を取得し品質への取り組みを強化

し、他社との競争力を高めてまいりました。また、1月には新たに福岡オフィスを開設しております。 

その他、生産性の向上や総経費の低減等にも努め経営基盤の強化と業績の向上を図った結果、売上高８４億５４

百万円（前事業年度比21.4%増）、経常利益５億７９百万円（同18.6%増）、当期純利益３億１７百万円（同11.6%

増）と増収増益を確保することができました。 

  

当事業年度における事業別の業績は以下のとおりであります。 

  

[ソフトウェア開発事業] 

当社の主力事業でありますソフトウェア開発事業の売上高は８０億８５百万円（前事業年度比23.6％増）となり

ました。当社が最も優位性を発揮できる通信系市場においては、ユビキタスネット社会構築に不可欠となる次世代

通信網の大規模なフィールドトライアルが平成１８年１２月に開始され、携帯電話分野においても１３年振りに新

規事業者が参入したことや、急速な第3.5世代の普及に伴い活況を呈しております。当社としてはこの活性化した市

場に対し、更なる注力と戦略的な営業活動を図った結果、大型プロジェクトをはじめとする受注が好調に推移しま

した。 

  

[テクニカルサービス事業] 

テクニカルサービス事業の売上高は３億１５百万円（前事業年度比5.3％減）となりました。減少の要因といたし

ましては、順調な主力事業であるソフトウェア開発事業に注力したことにより売上が減少となりました。 

  

[ＩＴコンポーネント事業] 

エンドユーザー系ソリューション展開の一つであります、ＩＴコンポーネント事業売上高は５２百万円（前事業

年度比41.5％減）となりました。提供製品の拡充や魅力ある商材の発掘等を図っておりましたが、テクニカルサー

ビス事業同様、順調な主力事業であるソフトウェア開発事業に注力したことにより売上が減少となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、５億４６百万円と前事業年度末に比べ

１億６５百万円の増加（43.6％増）となりました。 

営業活動により獲得した資金は、２億１７百万円（前事業年度は28百万円の資金支出）となりました。これは、

売上高の増加に伴う売上債権の増加があったものの、業績の向上に伴い税引前当期純利益が増加したことや、外注



加工費増加に伴う仕入債務の増加等によるものであります。 

 投資活動により支出した資金は、１８百万円の資金支出（前事業年度は32百万円の資金支出）となりました。こ

れは、敷金・保証金の預け入れによる支出等によるものであります。 

財務活動により支出した資金は、３３百万円（前事業年度は11百万円の資金支出）となりました。これは、配当

金の支払額が前事業年度に比べて増加したことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社事業のうち、生産実績を有しているのはソフトウェア開発事業のみであるため、以下では当事業年度におけ

るソフトウェア開発事業の生産実績を記載いたします。 

(単位：千円) 

(注) １．金額は、製造原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社事業のうち、受注に基づき生産・販売を行っているのはソフトウェア開発事業のみであるため、以下では当

事業年度におけるソフトウェア開発事業の受注実績を記載いたします。 

(単位：千円) 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

生産高 前事業年度比(％) 

ソフトウェア開発事業 

通信系ソフトウェア 5,885,336 +27.4 

制御系ソフトウェア 730,765 △3.7 

業務系ソフトウェア 135,578 +16.0 

計 6,751,680 +22.9 

事業 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

受注高
前事業年度比

(％) 
受注残高

前事業年度比
(％) 

ソフトウェア 
開発事業 

通信系ソフトウェア 6,409,284 +15.0 934,068 △40.7 

制御系ソフトウェア 956,456 △0.8 379,813 +25.1 

業務系ソフトウェア 182,778 △15.2 285,925 +10.9 

計 7,548,519 +11.8 1,599,807 △25.1 



(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業の種類別に記載いたします。 

(単位：千円) 

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

(単位：千円) 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

販売高 前事業年度比(％) 

ソフトウェア 
開発事業 

通信系ソフトウェア 7,050,892 +28.9 

制御系ソフトウェア 880,292 △5.4 

業務系ソフトウェア 154,729 +7.5 

計 8,085,915 +23.6 

テクニカルサービス事業 315,922 △5.3 

ITコンポーネント事業 52,299 △41.5 

合計 8,454,136 +21.4 

相手先 

前事業年度
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

売上高 割合(％) 売上高 割合(％) 

富士ソフト株式会社 3,516,574 50.5 2,697,376 31.9 

日本電気通信システム株式会社 1,354,712 19.4 2,323,287 27.5 



３ 【対処すべき課題】 

当社が属するソフトウェア業界においては、インターネットを活用したネットワークビジネスの発展、ワイヤレスブ

ロードバンド環境の拡大、放送のデジタル化、電子政府・電子自治体の推進等、各種分野においてユビキタスネット社

会の実現に向けた取り組み等が推進されつつあり、これらに伴う開発需要は拡大傾向にあるものと認識しております。

その中でも、情報通信サービス全体を支える通信インフラの発展は、国内のみではなく世界規模で進んでおり、通信分

野における次世代ネットワークシステム「ＮＧＮ」の構築は、通信事業者等において積極的な開発及び設備投資を見込

む重点領域とされており、当社はこれら通信基盤分野にかかる開発業務について、今後も事業展開において受注拡大を

図り注力していく方針であります。 

尚、当社の上記に記載する通信基盤分野を中心とした事業展開において、継続的に事業規模を拡大させていくために

は下記課題への対応が必要であると考えております。 

  

１．技術力確保と生産性向上について 

当社は、ソフトウェア開発事業において長年の実績により培われた技術やノウハウにより、通信系ソフトウェア開発

を中心に行っておりますが、特に通信基盤ソフトウェア開発については、上記のような当業界を取り巻く環境から、引

き続き旺盛な需要が続くものと見込んでおります。技術革新が激しい当業界において、ＩＰ通信、第４世代移動体通

信、無線通信、デジタル通信、ＩＣタグ等の今後更に必要となる技術収得の強化に取り組み、最新の技術力確保に努め

ると共に、これまでに培われた技術ノウハウを活かして生産性向上に努めて参ります。 

  

２．技術者の確保について 

 当業界において技術者不足と謳われる中、優秀な技術者を確保することは、企業の発展、成長に欠かせない要件とな

っております。当社においても、様々な社内制度や施策を設けると共に多方面への採用活動を行っており、優秀な技術

者の確保に努めて参ります。 

 また、技術者確保のひとつの方法として、パートナーと位置付ける協力会社からの技術者の受入を多く行っており、

社外からの更なる技術者の確保にも努めて参ります。 

  

３．市場価格の抑制傾向について 

市場価格の抑制傾向は、当業界においても例外ではありませんが、当社といたしましては、上記の生産性向上とプロ

ジェクトマネージメント力向上に向けた組織的な取組みや常に顧客ニーズに適う高品質なソフトウェアの提供等によ

り、一定の利益を確保することで市場価格抑制の影響を最小限に抑えるべく努めて参ります。 

  

４．人材育成について 

当社においては人材が大きな財産であり、会社を発展成長させるための重要な課題として、人材育成があります。高

度なＩＴ基盤技術力の向上は基より、プレゼンテーション能力の向上、ヒューマンスキルの向上等をより一層図るべ

く、人材育成プログラムを更に充実させ、お客様に最も信頼される人材、組織をつくって参ります。 

  



５．安定した企業基盤の確立について 

当社では、上記のような課題に対し個々のきめ細やかな対応を行うと共に、今後ともより一層の業務効率の向上並びに

徹底した経費削減等の利益向上にも努め、恒常的に安定した企業基盤を確立して参ります。 

  

６．コンプライアンス体制の一層の強化について 

 昨今、偽装請負や二重派遣等の問題が社会問題化しており、ソフトウェア業界においても当該問題等に関連してコン

プライアンス体制の整備が必要不可欠となっているものと認識しております。 

当社が行う各種ソフトウェアの受託開発については、請負契約若しくは準委任契約の形態が大半を占めており、顧客

企業の事業所等に常駐する場合も多くあります。当社においては、社内ガイドラインの策定等を始めとした法令順守に

向けた体制構築を進めており、今後においても、コンプライアンス体制の一層の強化を図ると共に、顧客企業の信頼向

上を図って参ります。 

  

７．業務の適正を確保するための体制に関する決議について 

当社は、関連法規を遵守し、財務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保するため、内部統制システムを整備し

適切に運用するとともに、企業統治を一層強化する観点から、その継続的改善に努める旨の内部統制システムの構築に

関する基本方針を決議致しました。詳細は、本報告書「第一部 企業情報 第４ 提出会社の状況６ コーポレート・

ガバナンスの状況」に記載のとおりであります。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。当社は、これらのリスク

発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。 

尚、以下の事項のうち将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであり、不確実性を内

在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

(1)事業環境について 

①通信業界における投資動向による影響について 

当社の主力事業であるソフトウェア開発事業においては、通信系ソフトウェアの受託開発業務を中心としており、

当該品目の当社売上高全体に占める比率は、平成１７年３月期７０．１％、平成１８年３月期７８．５％、平成１９

年３月期８３．４％と高く、この中でも特に通信基盤分野の開発業務の比重が高い状況となっております。 

近年、通信業界においては、携帯電話をはじめとする通信機器のブロードバンド化やインターネットを活用したネ

ットワークビジネスの拡大等によりソフトウェア開発需要は拡大基調にあります。また、今後は、通信事業者等にお

ける次世代ネットワーク（ＮＧＮ）構想の推進等により開発需要は堅調に推移するものと想定しており、当社は当該

分野に重点を置いた事業展開を推進していく方針であります。しかしながら、通信業界における設備投資及び開発投

資動向等が当社の想定どおりに推移する保証はなく、当該動向によるソフトウェア開発に関する需要増減により、当

社の経営成績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

また、当社事業については、通信業界以外にも、民間企業等の情報化投資及び設備投資等の動向により影響を受け

る可能性があります。 

  

②競合について 

当社が属するソフトウェア業界においては、大規模事業者から小規模事業者まで多数の事業者が存在していること

に加えて、近年はソフトウェア開発において中国やインド等の海外開発事業者を活用するケースも増加する傾向にあ

り、これら事業者との競合が生じております。 

現状においては、政府や民間企業のＩＴ化推進等に伴い業界全体における開発需要の拡大等により、競合激化等に

よる極端な価格競争等は生じていないものと認識しておりますが、今後において景気低迷等による開発需要減少や新

規参入増加等により競争が激化した場合は、当社における受注減少等が生じ経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

また、後述(3)-①に記載のとおり、ソフトウェア業界においては開発人員の獲得競争が激化しており、当該競争の

結果、十分な人材獲得に支障が生じた場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  



(2)特定取引先への依存について 

平成１７年３月期、平成１８年３月期及び平成１９年３月期における当社の販売先上位に対する売上高及び構成比

は下表のとおりであり、当社親会社である富士ソフト株式会社並びに日本電気通信システム株式会社及び同社を含む

日本電気グループ（日本電気株式会社及びその連結子会社）に対する依存度が高い状況となっております。 

（単位：千円）

 
 

①富士ソフト株式会社について 

富士ソフト株式会社については、当社親会社であり、過年度においてはソフトウェア開発事業を中心として同社向

け売上高が多くを占めておりましたが、平成１８年３月期中より通信基盤分野のソフトウェア開発業務の当社への集

約を図り（後述(5)-②を参照）、また、当社においても外部販売の強化を進めた結果、同社への売上依存度は低下傾

向にあります。 

当社は、今後も親会社に対する依存度低下を図るべく外部顧客からの受注拡大を推進していく方針でありますが、

平成１９年３月期においても同社に対する売上高の当社売上高全体に占める比率は３１．９％と相応の水準であり、

当社の方針どおりに外販比率の上昇が実現できない場合には同社への売上依存が継続することとなり、当社の経営成

績及び財政状態は、同社の事業展開等により影響を受ける可能性があります。 

  

②日本電気通信システム株式会社及び日本電気グループについて 

 日本電気通信システム株式会社については、当社のソフトウェア開発事業(通信系ソフトウェア)のうち注力する通

信基盤分野における重点顧客の１社であり、次世代ネットワーク関連装置及び携帯電話網関連装置等にかかるソフト

ウェア開発業務を受託しております（当社は同社が属する日本電気グループとの間にもＩＰ通信機器関連のソフトウ

ェア開発にかかる取引があります）。同社との取引は平成１４年における当社合併以前から継続しておりますが、現

在の当社との取引は、親会社からの移管によるものが多く含まれており、平成１８年３月期以降において同社に対す

る売上高依存度は上昇しております。 

今後において、当社は、同社及び日本電気グループに対して、次世代ネットワーク関連の開発案件の受注拡大を図

っていく方針でありますが、何らかの要因から当社において顧客の開発ニーズ等への十分な対応が困難となった場合

には十分な取引拡大等が図られる保証はないことに加えて、同社及び日本電気グループの方針や事業戦略等に変化が

生じた場合にも、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3)当社の事業体制等について 

①開発人員について 

現在、ソフトウェア業界においては、開発需要の増加に対して開発人員の不足が顕著となっており、人材獲得競争

が厳しい状況となっております。当社においては、プレゼンスや知名度の向上、福利厚生制度の充実、採用活動の強

化、教育・研修の拡充等、優秀な技術者の獲得と育成に向けて様々な施策を実施し、開発人員の確保に努めておりま

すが、一部では事業拡大に伴い顧客企業の開発人員の増員要請に対して十分な対応が困難な状況も生じており、協力

会社の活用等を含めて対応を進めております。 

今後においても、当社の事業展開に応じた継続した人材の確保が必要であるものと認識しておりますが、開発人員

  平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

売上高 構成比 売上高 構成比 売上高 構成比 

富 士 ソ フ ト 株 式 会 社 3,375,897 62.6% 3,516,574 50.5% 2,697,376 31.9% 

日本電気通信システム株式

会 社 

(同社を含む日本電気グル

ー プ 計 ) 

251,643 

(698,395) 

4.7% 

(12.9%)

1,354,712 

(1,690,407)

19.4% 

(24.3%)

2,323,287 

(3,340,619)

27.5% 

(39.5%)



の十分な確保及び育成等に支障が生じた場合、または現在在職する人員の社外流出が生じた場合等には、当社の事

業展開に影響を及ぼす可能性があり、当該要因が当社事業拡大の制約要因となる可能性があります。 

  

②協力会社の確保について 

当社における開発業務等については、専門性を有する技術ノウハウ蓄積等を目的として自社による開発を基本とし

ておりますが、開発業務の効率化、開発人員増による受注量拡大及びコスト低減等を目的として、開発業務等の一部

については当社人員の管理統括のもと、パートナーと位置付ける協力会社への外注を活用しており、過去３期間にお

ける総製造費用に占める外注費の割合は、平成１７年３月期２２．８％、平成１８年３月期３２．３％、平成１９年

３月期３５．６％となっております。 

 今後、当社が事業拡大を図る上で、協力会社活用の重要性は一層高まっていくものと認識しており、協力会社の確

保及びその管理体制の強化を推進していく方針であります。しかしながら、協力会社から十分な開発人員を確保でき

ない場合には、当社の事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、今後の業務遂行に

おいて、協力会社における何らかの問題等に起因して 開発プロジェクトの品質低下、開発遅延または不具合等が発

生した場合には、当社の信頼性にも影響が生じ、それにより経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

③開発プロジェクトの管理について 

当社のソフトウェア開発事業においては、請負契約による開発案件が大半を占めております。当該開発業務の性質

上、当初の見積もり以上の作業工数が必要となる場合があり、想定以上の費用負担により開発案件の採算性が悪化す

る可能性があります。また、契約後においてシステム開発要件に変更が生じる場合もあり、仕様変更等による開発費

用の追加発生や開発の遅延等が生じる可能性もあります。 

当社は、開発案件の採算性等に十分留意しつつ受注活動を行う方針でありますが、受注競争激化や優秀な技術者不

足による見積もり精度の低下等により、当該事業の採算性の悪化等が生じる可能性があり、当社の経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④情報セキュリティ管理について 

当社は顧客の情報システムを構築する過程において、個々の顧客業務内容等の内部事情を入手し得る立場にあるこ

とから、個人情報を含めた情報管理のため、入退出管理、アクセス可能者の制限、アクセスログの取得等のセキュリ

ティ対策を講じており、平成１８年４月には社団法人情報サービス産業協会よりプライバシーマークの認定を受ける

等、情報管理体制の整備強化に努めております。現時点まで当社における個人情報を含む情報流出等による問題は発

生しておりません。 

 しかしながら、今後、当社の過失や第三者による不法行為等によって顧客の個人情報や重要情報、当社が保有する

個人情報等が外部へ流出した場合には、当社への損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当社の事業展開、経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4)開発技術等について 

①技術革新への対応について 

当社が主力事業とするソフトウェア開発事業においては、新たな技術開発等が継続して行われており、特に通信系

ソフトウェアにおいては、変化が激しい状況であります。当社は、開発人員の教育体制の強化、先端技術を要する開

発案件の積極的受注等により、最新技術の取得及び開発人員のスキルアップ等を推進しております。 

しかしながら、当社全体の最新技術の取得及び開発技術力向上については、個々の開発人員の取り組みに依存する

部分もあり、業界における技術革新に対して当社の対応が遅れた場合には、顧客企業に提供する技術品質の低下等に



より、当社の競争力及び信頼が損なわれる等、当社の事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

②当社が開発するソフトウェアの不具合発生について 

当社が受託するソフトウェア開発においては、顧客の検収後にシステムの不具合（いわゆるバグ）等が発見される

場合があります。当社においては、ＩＳＯ９００１に準拠した品質マネジメントシステムを用いた品質管理体制を構

築しており、過年度において、システムの不具合等に起因する顧客企業からの重大クレーム等を受けた事実はなく、

今後においてもシステムの当該品質管理の徹底を図ることにより、不具合等の発生防止に留意していく方針でありま

す。 

しかしながら、当社が顧客へ納品するソフトウェアの不具合等に起因して顧客企業等における重大なシステム障害

が発生した場合や、不具合等の発生に対して適切且つ迅速な処理または対応が困難となった場合には、顧客からの損

害賠償請求や当社の信頼性低下等が生じる可能性があり、当社の事業展開、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

③知的財産権の対応について 

 当社の開発業務においては、ソフトウェア開発にかかる技術ノウハウの蓄積は推進しているものの、公知の技術を

活用した受託開発が主体であることから、当社の開発成果による特許性を有する独自技術等は生じ難い業態でありま

す。一方で、当社が属する業界等においては、自社技術保護の観点から知的財産権が注目され、特許等の申請が増加

傾向にあります。 

当社においては、第三者が保有する知的財産権を侵害しないように留意しつつ事業を展開しており、現時点におい

て、第三者より知的所有権の侵害に関する指摘等を受けた事実はありません。しかしながら、当社が事業上用いる技

術ノウハウ等について、当社が認識しない第三者が既に知的所有権を取得している場合や第三者が今後において知的

所有権を取得した場合には、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能性や知的所有権の使用

にかかる対価等の支払い等が発生する可能性があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(5)富士ソフトグループとの関係について 

富士ソフト株式会社は当社の親会社であり、当社は同社連結子会社として同社グループに属しております。当社と

同社グループとの関係は以下のとおりであります。 

  

①資本関係について 

富士ソフト株式会社は、当事業年度末日現在において当社発行済株式総数の７４．９％を保有する親会社でありま

す。当社の株式公開時における新規発行株式の募集が全てなされた場合であっても、当該募集の払込を完了した直後

における富士ソフト株式会社の持株比率は、当社の発行済株式総数の５割以上となる見込みであります。従って、同

社は今後も当社に対する大株主としての一定の権利を保有することとなります。このことから、当社株式の議決権行

使等により当社の経営等に影響を及ぼし得る立場にあり、同社の利益は他の株主の利益と一致しない可能性がありま

す。 

  

②親会社における一部開発業務の当社への集約化について 

当社は現在、富士ソフトグループにおいて、通信系ソフトウェアのうち、主として通信基盤分野のソフトウェア開

発を主力事業として展開する企業として位置付けられております。 

当社は従来、親会社からの受託開発業務を中心として比較的幅広い分野での開発業務を手掛けておりましたが、平



成１８年３月期中より、富士ソフトグループにおける通信系ソフトウェアのうち通信基盤分野にかかる開発業務に

ついて当社への集約化を図ることとし、親会社より取引顧客、開発業務及び人材の移管を実施しております。 

通信基盤分野にかかる当社への集約化は、親会社としては、通信系ソフトウェアのうち通信端末分野の開発業務拡

大に伴い当該分野への開発リソース集中を図ることを目的として、当社としては、ア)過去から蓄積した専門分野の技

術ノウハウの活用及び一層の向上、イ)親会社グループにおける当社事業領域の明確化、ウ)親会社に過度に依存しな

い事業体制の構築を図ること等を目的として、両社の意向が合致し実現したものであります。 

  

a)顧客企業及び開発業務の移管について 

  当社は、親会社が受託していた通信系ソフトウェアのうち通信基盤分野にかかる開発業務（うち一部は親会社経由

で当社が受託）については、平成１７年７月において当社への集約化の方針を決定し、平成１７年８月以降、親会社

における個々の受託開発案件について顧客企業との調整の上でその完了時期等を考慮し、順次当社と顧客企業との直

接取引としての契約に変更しております。移管対象とした顧客企業及び開発業務の移管については、平成１９年３月

期上半期（平成１８年１０月にずれ込んだ一部案件を除き）に概ね完了しております。 

当社と顧客企業との契約については、過去に親会社が受託した開発案件にかかる瑕疵担保責任を引継がない形態で

実施しており、また、当該開発業務及び顧客企業との取引の移管については、親会社に対する対価の支払いは発生し

ておりません。 

尚、親会社からの開発業務及び顧客企業との取引の移管については、一部の顧客企業について、開発案件における

通信基盤分野の分離が困難となる開発案件については、引き続き親会社において受託することとしておりますが、当

該案件においても通信基盤分野にかかる開発業務については、主として当社が親会社からの受注により対応すること

としており、今後は顧客企業との関係等を考慮の上で必要な対応を図っていく方針であります。 

また、当社は、今後、親会社において原則として通信基盤分野にかかる新規開発案件の受注は行わない方針である

旨を確認しております。 

b)開発人員の受入等について 

当社は、上記集約化に伴い、従前親会社において通信基盤分野の開発業務に従事していた計９４名について、平成

１７年８月から平成１８年３月の期間において親会社との間で順次出向契約を締結し、当社柏事業所の開発人員とし

て受入れております。 

当該受入出向者については、平成１９年２月末日までに管理職を含む４４名の当社への転籍を完了しており、残る

５０名については平成１９年３月末日までに親会社に帰任することにより、出向契約を全て解消しております。 

  

c)業績への影響について 

過年度における当社の通信系ソフトウェア売上高及びうち通信基盤分野にかかる売上高並びに全売上高の推移は下

表のとおりであります。 

当社においては、親会社からの取引顧客及び開発業務の移管を主たる要因として、過年度における通信系ソフトウ

ェアのうち通信基盤分野にかかる売上高は増加しており、平成１８年３月期及び平成１９年３月期の当社業績におい

ては当該要因による影響が相当程度生じております。 

尚、親会社からの取引顧客及び開発業務の移管については、平成１９年３月期上半期までに概ね完了しており、今

後において親会社からの新たな移管等は想定しておらず、当社は独自の営業活動等により事業拡大を図る方針であり

ますが、当社の想定どおりに推移する保証はありません。また、当社の過年度及び今後の当社の経営成績等について

分析・推測等を行う場合には、当該事象について留意する必要があります。 
(単位：千円)

  

③富士ソフトグループにおけるグループ企業戦略について 

  平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 

通信系ソフトウェア 1,857,362 1,928,339 3,785,701 2,389,726 3,078,632 5,468,359 3,214,633 3,836,259 7,050,892

  うち通信基盤分野 676,282 751,778 1,428,061 1,237,966 1,776,677 3,014,644 2,250,310 2,840,987 5,091,298

当 社 全 売 上 高 2,511,364 2,885,382 5,396,747 3,061,049 3,904,517 6,965,567 4,019,848 4,434,287 8,454,136



富士ソフトグループにおいては、富士ソフト株式会社が、総合情報サービス企業として、システム構築全般に関し

て事業展開を行うほか、当社を含む関係会社１３社は主として、金融、流通、通信及び医療等の各業界に特化したソ

フトウェア開発等を行っており、これら関係会社は主にＭ＆Ａにより同社グループ企業となっております。 

同社グループにおいては、その成り立ちとしてＭ＆Ａを主体としてきたこともあり、「各グループ企業が相互に独

立した会社としての尊厳と自主性・主体性を尊重する」旨のグループ会社憲章が定められており、各グループ企業が

独自の方針等により事業を展開するとともに、グループ企業が各々の特徴を生かしたアライアンスを推進していくこ

とにより、グループ全体としての成長を実現していくことをグループ戦略としております。 

現時点においては、各グループ企業の事業領域、得意分野、提供するソリューション、顧客へのアプローチ方法が

異なること等から、グループ内における当社事業に重大な影響を与える事業競合は生じていないものと認識しており

ます。しかしながら、親会社におけるグループ戦略の変更等が生じた場合や、上記のグループ戦略に起因する今後の

各グループ企業の事業展開等によっては、事業競合等が発生する可能性は否定できず、当社の事業展開、経営成績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④人的関係について 

a)役員の兼任について 

当事業年度末日現在、当社役員８名（うち監査役３名）のうち、親会社である富士ソフト株式会社の取締役または

従業員を兼ねるものは２名（うち監査役１名）であり、その者の氏名並びに当社及び親会社における役職は以下のと

おりであります。 

取締役渡辺剛喜は、富士ソフト株式会社においてシステム事業本部の立ち上げに参画した人物の一人であり、通信

系ソフトウェア開発事業における精通者として経営の助言を得ることを目的として当社が招聘したものであります。 

監査役中島俊吉は、富士ソフト株式会社におけるグループ企業を統括する職責を担う室長であり、コーポレート・

ガバナンスの強化の必要性から社外の視点による当社監査役機能強化を目的として当社が招聘したものであります。 

  

  

b)受入出向の状況について 

当社は、親会社が受託していた通信系ソフトウェアのうち通信基盤分野にかかる開発業務の集約化に伴い、従前親

会社において通信基盤分野の開発業務に従事していた計９４名について、平成１７年８月から平成１８年３月の期間

において親会社との間で順次出向契約を締結し、当社柏事業所の開発人員として受入れておりましたが、平成１９年

２月末日までに管理職を含む４４名の当社への転籍を完了し、残る５０名については平成１９年３月末日までに親会

社に帰任することにより、出向契約を全て解消しております。 

尚、今後において新たな出向者受入等の予定はありません。 

  

当社における役職 氏 名 富士ソフト株式会社における役職 

取締役（非常勤） 渡辺 剛喜 取締役兼社長補佐兼技術担当兼技術本部担当 

監査役（非常勤） 中島 俊吉 管理本部グループ会社統括部ＧＭ室長 



⑤取引関係について 

 平成１７年３月期、平成１８年３月期及び平成１９年３月期における当社と富士ソフトグループとの間に以下の取

引関係があります。 

  

 a)親会社である富士ソフト株式会社との取引 

  

  （注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

ア）ソフトウェア開発取引について 

当社は、富士ソフト株式会社からソフトウェア開発業務を受注しております。前述のとおり、通信基盤分野にかか

る開発業務は当社への移管等により減少しており、その他の分野の開発業務については、当社における要素技術強化

及び採算性等を考慮して受注することとしており、取引額は減少する見込みであります。 

尚、取引条件につきましては、市場価格を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同様に交渉のうえ決定

しております。 

  

イ）システム機器等の商品仕入について 

ＩＴコンポーネント事業における機器販売等にかかるサーバー、ＰＣ及びパッケージソフトウェア等の商品仕入取

引であります。取引条件については、市場価格を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同様に合い見積り

のうえ決定しております。 

  

ウ）外注取引について 

テクニカルサービス事業における顧客企業のシステム構築にかかる導入支援業務等の外注取引であります。取引条

件については、市場価格を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同様に交渉のうえ決定しております。 

  

エ）従業員社宅の賃借取引について 

当社の従業員社宅の一部を親会社より賃借していたものであり、支払賃借料に関しては、近隣の取引実勢を勘案

し、交渉のうえ決定しております。尚、当該取引については、入居している従業員を当社の借上げ社宅物件に引越し

させることや賃借の相手先を親会社から富士ソフトグループの中で不動産賃貸借業を行っている富士ソフト企画株式

会社へ契約切替えすることにより、平成１８年７月をもって全ての取引を解消しております。 

  

オ）支払出向料について 

前述の開発人員の出向者受入にかかる費用であり、出向者人件費の相当額の支払いにかかる取引であります。 

カ）事業所の賃借取引について 

当社は、開発事業にかかる仙台事業所の一部を親会社から賃借しております。これは、特定顧客の受注獲得におい

て強固なセキュリティ設備等を有する施設が必要となり、当該条件に見合う代替物件が近隣になかったことから同社

より賃借したものであります。尚、支払賃借料に関しては、近隣の取引実勢及び設備の特殊性を考慮し交渉のうえ決

定しております。 

平成１９年５月にて仙台事業所を一ヶ所に集約する為、当賃借物件から撤去しており親会社との賃借取引は解消し

ております。 

取引の内容 
平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

ソフトウェア開発売上 3,375,897 売掛金 410,078 3,516,574 売掛金 368,635 2,697,376 売掛金 321,672

商 品 仕 入 80,694 買掛金 7,703 70,204 買掛金 11,599 32,454 買掛金 2,753

開 発 業 務 の 外 注 11,969 買掛金 4,587 37,140 買掛金 22,244 13,187 買掛金 4,182

社 宅 使 用 料 116,634 － － 70,166 － － 1,501    

支 払 出 向 料 

  

9,288 

  

－ 

  

－

 

349,698

 

未収入金 

未払金 

2,336

44,553

384,212 

  

未収入金 

未払金 

7,256

17,269

支 払 事 務 所 賃 料 

  

8,385 

  

－ 

  

－

 

7,628

 

前払費用 

未払金 

597

4,869

6,827 

  

前払費用 

  

597

 

そ の 他 費 用 

  

5,409 

  

未払金 

  

160

 

8,222

 

未収入金 

未払金 

20

2,326

4,649 

  

未払金 

  

956

 

土 地 建 物 の 購 入 256,412 － － － － － － － －



  

キ）その他費用について 

親会社からの事務所賃借に伴う水道光熱費の当社負担額の支払い及び当社内で使用する機器及びソフトウェアの購

入等にかかる取引であります。取引条件については、水道光熱費については実費相当額を、機器等の購入について

は、市場価格を勘案し複数社との合い見積りのうえ決定しております。 

  

ク）土地建物の購入について 

 当社は、平成１６年７月に横浜本社及び横浜事業所として親会社から賃借していた土地建物を購入し、横浜本社ビ

ルとして使用しております。尚、購入価格に関しては、不動産鑑定士による鑑定評価額に基づき決定しております。

  

 b)富士ソフトグループ企業との取引 

当社は、富士ソフトグループ企業（兄弟会社）各社との間に、ソフトウェア開発業務の委託または受託取引があり

ますが、これらはグループ企業各社においてそれぞれ得意とする事業領域に関連する開発業務の受委託取引であり、

当社及び各社の事業上の必要性に応じ発生しているものであり、取引金額は僅少であります。 

尚、各社との取引条件等については、市場価格を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同様に交渉のう

え決定しております。 

  

(6)業績の季節偏重について 

当社が属するソフトウェア業界における業績変動の特徴として、販売先である顧客企業等の検収が中間決算期末及

び決算期末に集中する傾向にあることを要因として、売上計上時期が９月及び３月に集中する傾向があります。平成

１９年３月期においては、９月度の売上高が年間売上高の１７．８％を、３月度の売上高が同２０．２％を占めてお

ります。更に、システム開発には一定水準以上の技術者が必要であり、新入社員を迎えた上半期は研修によって技術

力のレベルアップを図るために稼働率が低下することから、例年業績は下半期が上半期を上回る傾向となっておりま

す。過年度における当社業績については、上半期及び下半期における極端な業績偏重は生じておりませんが、今後に

おいて上記要因による季節偏重が顕著になる可能性があります。 

また、当社の売上計上基準は、原則として検収基準を採用していることから、売上計上が集中する９月または３月

において、何らかの要因により契約上予定された期間内に顧客企業による検収を受けることができない場合には、売

上計上時期が次半期または翌期にずれ込むことにより、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社の財政状態及び経営成績は、以下のとおりであります。 

尚、以下の記載のうち将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであり、不確実性を

内在しているため、実際の結果と異なる場合があります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に従って作成されており、財政状

態及び経営成績に関する以下の分析が行われております。 

当社経営陣は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示並びに

報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営陣

は、貸倒債権、棚卸資産、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して、継

続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見

積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数字につい

ての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があ

ります。 

当社は、特に以下の重要な会計方針が当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積りに大

きな影響を及ぼすと考えております。 

  

①収益の認識 

当社は、顧客からの受注（発注書）に基づき顧客に対してソフトウェア開発その他のサービス等を提供してお

り、売上高は、顧客の検収に基づき計上しております。 

  

②貸倒引当金 

当社は、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。顧客の財務状態

が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

  

③棚卸資産 

当社は、商品については、通常、顧客からの注文に応じて仕入を行うため在庫は発生しませんが、注文の取り消

し等により、在庫が生じた場合は内規に基づき評価減を実施しております。また、製品についての仕掛品は、受注

金額を超過する金額について、評価減を実施しております。 

  

④繰延税金資産 

当社は、繰延税金資産について、将来の課税所得及び慎重且つ実現性の高い継続的な税務計画に基づき、回収可

能と認められる金額を計上しております。 

  

⑤退職給付費用 

従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これらの前

提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率等が含まれます。実



際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規

則的に認識されるため、一般的には将来の期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。

また、当社が加入する総合設立型厚生年金基金の運用成績は良好で現状では追加的な費用負担が発生する見込みは

ありませんが、将来的に運用実績が思わしくないと、追加的な費用負担が発生する可能性があります。 

  

(2) 経営成績 

①概要 

個人情報取り扱いに関する認定制度であるプライバシーマークの取得や、仙台事業所におけるＩＳＯ９００１の

取得及び他事業所におけるＩＳＯ９００１取得準備の開始等により、品質への取り組みを強化し他社との競争力を

高めてまいりました。 

また、生産性の向上や総経費の低減等にも努め経営基盤の強化と業績の向上を図った結果、売上高８４億５４百

万円（前事業年度比21.4%増）、経常利益５億７９百万円（同18.6%増）、当期純利益３億１７百万円（同11.6%増）

となりました。 

  

②売上高 

売上高は、受注が好調に推移した結果、前事業年度に比べて１４億８８百万円増加（21.4％増）し、８４億５４

百万円となりました。 

事業別に見ると、当社が最も得意とする通信系ソフトウェア開発の受注が好調に推移したことに加え、富士ソフ

トグループにおける通信基盤分野の当社集約化をさらに進めたこともあり、ソフトウェア開発事業は８０億８５百

万円（前事業年度比23.6%増）、テクニカルサービス事業は３億１５百万円（同5.3%減）、ＩＴコンポーネント事業

は５２百万円（同41.5%減）となりました。 

  

③売上原価、売上総利益 

売上原価は、売上の増加に伴い、前事業年度に比べて１２億５６百万円増加（21.7％増）し、７０億６２百万円

となりました。また、売上高に対する売上原価の比率は０．２ポイント上昇して８３．５％となりました。増加の

主な要因は、協力会社要員の増加に伴う費用が６億２８百万円増加したことや従業員の増加に伴い人件費が５億４

５百万円増加したことが挙げられます。これにより、売上総利益は、前事業年度に比べて２０．０％増益の１３億

９１百万円となりました。 

  

④販売費及び一般管理費、営業利益 

販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べて１億３９百万円増加（20.7％増）し、８億１４百万円となりまし

た。増加の主な要因は、従業員の増加に伴い人件費が１億７百万円増加したことや新入社員研修費用の増加に伴い

教育訓練費が１１百万円増加したことが挙げられます。しかしながら、売上高に対する販売費及び一般管理費の比

率は０．１ポイント減少して９．６％となりました。これにより、営業利益は、前事業年度に比べて１８．９％増

益の５億７６百万円となりました 

  

⑤法人税等、当期純利益 

税引前当期純利益に対する税金費用の比率（税負担率）は、前事業年度の４１．７％から３．５ポイント上昇

し、４５．２％となりました。これは、過年度法人税負担率の上昇が主な要因であります。これにより、当期純利

益は、前事業年度に比べて１１．６％増益の３億１７百万円となり、１株当たり当期純利益は、１９２．０８円と

なりました。 

  

(3) 財政状態の分析 



①資産の部 

流動資産は、前事業年度末に比べて４億９９百万円増加（21.7％増）し、２８億円となりました。増加の主な要

因は、期末売上高増加に伴い売上債権が２億８７百万円増加したことによります。 

固定資産は、前事業年度末に比べて４３百万円増加（8.6％増）し、５億５７百万円となりました。増加の主な要

因は、退職給付引当金繰入額増加に伴い繰延税金資産が４０百万円増加したことによります。 

  

②負債の部 

流動負債は、前事業年度末に比べて１億６５百万円増加（14.0％増）し、１３億４５百万円となりました。増加

の主な要因は、賞与引当金が１億１４百万円増加したことによります。 

固定負債は、前事業年度末に比べて１億２百万円増加（22.6％増）し、５億５６百万円となりました。増加の主

な要因は、退職給付引当金が１億５百万円増加したことによります。 

  

③純資産の部 

純資産は、前事業年度末に比べて２億７４百万円増加（23.3％増）し、１４億５５百万円となりました。増加の

主な要因は、別途積立金が２億２０百万円増加したことによります。 

  

(4) 流動性及び資金の源泉（キャッシュ・フローの分析） 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、５億４６百万円と前事業年度末に比べ

１億６５百万円の増加（43.6％増）となりました。 

営業活動により獲得した資金は、２億１７百万円（前事業年度は28百万円の資金支出）となりました。これは、

売上高の増加に伴う売上債権の増加があったものの、業績の向上に伴い税引前当期純利益が増加したことや、外注

加工費増加に伴う仕入債務の増加等によるものであります。 

 投資活動により支出した資金は、１８百万円の資金支出（前事業年度は32百万円の資金支出）となりました。こ

れは、敷金・保証金の預け入れによる支出等によるものであります。 

財務活動により支出した資金は、３３百万円（前事業年度は11百万円の資金支出）となりました。これは、配当

金の支払額が前事業年度に比べて増加したことによるものであります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度において実施した設備投資等の総額は４４百万円で、その主なものはパソコン等のリース契約であり新

規リース契約総額で３７百万円であります。 

尚、重要な設備の売却、除却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社は、国内に２ヶ所の本社及び６ヶ所の事業所とネットワークソリューション部を設けております。設備の内容

は以下のとおりであります。 

(平成19年3月31日現在) 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウェア及び電話加入権であります。尚、金額には消費税等は含まれておりません。

２．現在休止中の設備はありません。 

３．従業員数は就業人員あり、臨時雇用者数（嘱託社員を含んでおります。）は年間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。 

４．リース契約による主な賃貸設備は、次のとおりであります。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容
帳簿価額(千円) 

従業員数
(名) 建物 

及び構築物 
工具器具
及び備品 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

仙台本社 
仙台事業所 
(宮城県仙台市 
青葉区) 

生産設備、 
事務業務 

410 585
－

(   －)
2,901 3,898 

201
( 0)

横浜本社 
横浜事業所 
(神奈川県横浜市 
神奈川区) 

生産設備、 
事務業務 

130,960 488
111,613

( 236.35)
15,296 258,359 

245
( 6)

東京事業所 
ネットワーク 
ソリューション部 
(東京都港区) 

生産設備、 
事務業務 

746 706
－

(   －)
393 1,847 

170
( 3)

新潟事業所 
(新潟県新潟市) 

生産設備、 
事務業務 

745 132
－

(   －)
591 1,469 

94
( 3)

熊本事業所 
(熊本県熊本市) 

生産設備、 
事務業務 

615 259
－

(   －)
191 1,066 

68
( 8)

柏事業所 
(千葉県柏市) 

生産設備、 
事務業務 

1,872 1,073
－

(   －)
677 3,623 

57
( 1)

名称 
リース期間

(年) 
年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

パソコン等 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

4 8,160 15,815 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備の新設等 （平成19年3月31日現在） 

（注）１．上記設備計画による完成後の増加能力については、ＥＲＰシステムが全社的に使用されることから計数的に把握が困難で

あるため記載しておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 （平成19年3月31日現在） 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

投資予定額（千円） 資金調達方

法 

導入着手 

年月 

完了予定 

年月 

完成後の増

加能力 総額 既支払額 

全社 ＥＲＰシステム開発 45,250 － 自己資金 平成19年7月 平成20年3月 － 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １．平成19年5月17日開催の取締役会決議に基づき、平成19年6月19日付をもって、350,000株の有償一般募集増資を行ってお

ります。これにより、発行済株式数は2,005,400株となっております。 

２．平成19年6月19日をもって、当社株式はジャスダック証券取引所に新規上場しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １．平成17年1月12日に、同日最終の株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を1株につき30株の割合をもって株式分割

しております。 

２．当事業年度末日後、平成19年6月18日を払込期日とする有償一般募集増資による新株式350,000株（発行価格  1,900円

発行価額1,445円 資本組入額878円75銭 引受価額1,757円50銭）発行により、平成19年6月18日に資本金は307,562千

円、資本準備金は307,562千円増加し、提出日現在の発行済株式総数は2,005,400株、資本金は399,562千円、資本準備金

は307,562千円であります。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 6,621,600 

計 6,621,600 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年3月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年6月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 1,655,400 2,005,400 
ジャスダック
証券取引所 

全て完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式

であります。 

計 1,655,400 2,005,400 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年1月12日 
（注）１ 

1,600,220 1,655,400 ― 92,000 ― ― 



(5) 【所有者別状況】 

平成19年3月31日現在 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年3月31日現在 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第三位を四捨五入しております。 

  

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― 25 26 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 12,405 ― ― 4,149 16,554 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 74.94 ― ― 25.06 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

富士ソフト株式会社 神奈川県横浜市中区桜木町1-1 1,240,500 74.94

サイバーコム社員持株会 神奈川県横浜市神奈川区西神奈川1-10-10 237,000 14.32

澁谷 純治 神奈川県川崎市幸区 60,000 3.62

城田 文晴 神奈川県横浜市青葉区 36,000 2.17

鈴木 重雄 神奈川県横浜市都筑区 24,000 1.45

髙野 享 熊本県熊本市 24,000 1.45

佐藤 文昭 宮城県亘理郡亘理町 11,100 0.67

滝本 正一郎 千葉県流山市 3,600 0.22

野沢 宏 神奈川県藤沢市 3,000 0.18

平片 雅洋 神奈川県相模原市 2,100 0.13

計 ― 1,641,300 99.15



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年3月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成19年3月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

1,655,400 
16,554 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 1,655,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,554 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
該当事項はありません。 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

第２９期の利益配当につきましては、上記方針に基づき株主総会を決定機関として１株当たり２８円の普通配当を

行っております。また、当社は、平成１９年６月に会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の

配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、従業員の教育、研修といった人材育

成等に有効投資して参りたいと考えております。 

尚、当社は、毎年９月３０日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

  

(注) 当期を基準日とする剰余金の配当についての株主総会の決議年月日並びに配当金の総額及び１株当たりの配当

額は以下のとおりであります。 

  

  

  

４ 【株価の推移】 

当事業年度末日以前においては、当社株式は、非上場でありますので該当事項はありません。 

尚、当社株式は、平成１９年６月１９日付でジャスダック証券取引所に新規上場いたしました。 

  

【株式の種類等】   

決議年月日 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

平成19年6月26日 
定時株主総会 

46,351 28 



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所 有
株式数 
（株） 

代表取締役
会長 

－ 船津 浩三 昭和26年7月27日 

 

昭和45年 4月 株式会社日立製作所 入社 

昭和48年 7月 株式会社富士ソフトウエア研

究所（現富士ソフト株式会

社）入社 

平成 3年 6月 株式会社ソフトウェア企画

（現当社） 取締役 就任 

平成 8年 6月 富士ソフト株式会社 取締役 

       就任 

平成10年 6月 同社常務取締役 就任 

平成13年10月 同社専務取締役 就任 

平成16年 6月 当社代表取締役会長 就任

（現任） 

  

注１ ―

代表取締役
社長 

－ 澁谷 純治 昭和23年7月15日 

 

昭和46年 4月 株式会社東京繊維情報センタ

ー 

       入社 

昭和52年 1月 株式会社富士ソフトウエア研

究所（現富士ソフト株式会

社）入社 

平成 6年 1月 株式会社ソフトウェア企画

（現当社）代表取締役社長 

就任 

平成10年10月 旧サイバーコム株式会社代表

取締役社長 就任 

平成11年 5月 富士ソフトエービーシサービ

スビューロ株式会社（現富士

ソフトサービスビューロ株式

会社） 

       非常勤取締役 就任 

平成14年 3月 当社代表取締役社長 就任

（現任） 

  

注１ 60,000

常務取締役 － 佐藤 文昭 昭和41年9月14日 

 

昭和62年11月 株式会社ソフトウェア企画

（現当社）  入社 

平成14年 3月 当社仙台事業所長  就任 

平成15年 6月  当社取締役  就任 

平成17年 9月 当社常務取締役 就任（現

任） 

  

注１ 11,100

取 締 役 
横  浜 
事業所長 

田島 良和 昭和26年4月3日 

 

昭和51年 4月 日本ＮＣＲ株式会社 入社 

昭和54年10月 株式会社ナショナルシステム

エンジニアリング（現パナソ

ニックＭＳＥ株式会社） 入

社 

平成12年 4月 同社取締役 就任 

平成15年 4月 同社常務取締役 就任 

平成17年 4月 当社入社 

平成17年 7月 当社横浜事業所長 就任

（現 

任） 

注１ ―



平成18年 6月 当社取締役 就任（現任） 

  



  

  

  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所 有
株式数 
（株） 

取 締 役 － 渡辺 剛喜 昭和33年1月10日 

 

昭和53年 4月 株式会社富士ソフトウエア研

究所（現富士ソフト株式会

社） 入社 

平成13年 6月  同社取締役 就任 

平成16年 6月 同社常務取締役 就任 

平成18年 1月 同社取締役 就任（現任） 

平成18年 6月 当社取締役 就任（現任） 

  

注１ 1,500

取 締 役 
仙  台 
事業所長 

佐藤 正憲 昭和41年3月25日 

  

昭和61年 4月 株式会社ソフトウェア企画

（現当社）  入社 

平成10年10月  当社仙台事業所課長 就任 

平成18年 4月 当社仙台事業所長代理 就任 

平成18年10月 当社仙台事業所長 就任

（現任） 

平成19年 6月 当社取締役 就任（現任） 

  

注2 ―

取 締 役 － 猪瀬 武久 昭和20年5月13日 

  

昭和45年 3月 東北大学電気通信研究科助手 

 就任 

昭和46年 4月  日本電気株式会社 入社 

平成16年 4月 日本電気通信システム株式会

社取締役執行役員常務 就任 

平成18年 4月 同社取締役執行役員専務 

就任 

平成19年 6月 当社取締役 就任（現任） 

  

注2 ―

常勤監査役 － 對馬 菊次 昭和20年12月13日 

  

昭和39年 4月 日立電子サービス株式会社 

入社 

昭和63年 2月 日本コンピュータシステム

株 

式会社 入社 

平成元年 2月 株式会社エヌ・ジェー・ケ

ー 

入社 

平成 8年 8月 株式会社宮崎情報処理センタ

ー 

入社 

平成10年 8月 株式会社アイティコンサルテ

ィング 設立、取締役 就任 

平成17年 2月 当社入社 

平成18年 6月 当社常勤監査役 就任（現

任） 

  

注3 ―

  



（注）１．平成18年11月22日に開催された臨時株主総会で選任された取締役の任期は平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。  

   ２．取締役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会の終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。     

   ３．平成18年11月22日に開催された臨時株主総会で選任された監査役の任期は平成22年3月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

   ４．監査役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会の終結の時から平成23年3月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

５．取締役 渡辺剛喜は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

監 査 役 － 中島 俊吉 昭和25年2月10日 

昭和44年 4月 日本金属株式会社入社 

昭和46年 6月 株式会社アイ・ジー・エス入

社 

       取締役 就任 

平成 9年 4月 富士ソフトエービーシ株式会

社（現富士ソフト株式会社）

入社 

平成14年 3月 当社監査役 就任（現任） 

 平成19年 1月 富士ソフト株式会社管理本部

グループ会社統括部ＧＭ室長 

就任（現任） 

  

注3 600

監 査 役 － 城田 文晴 昭和34年4月6日 

 

昭和55年 4月 株式会社富士ソフトウエア研

究所（現富士ソフト株式会

社） 入社 

平成10年 9月 株式会社ソフトウェア企画

（現当社）常務取締役 就任 

平成11年 5月 同社代表取締役社長 就任 

平成14年 3月 当社専務取締役 就任 

平成18年 5月 富士ソフト企画株式会社取締

役 

       副社長 就任 

平成18年 6月 当社監査役 就任（現任） 

平成19年 2月 富士ソフト企画株式会社代表

取締役社長 就任（現任） 

  

注3 36,000

監 査 役 － 松田 純司 昭和15年8月28日 

  

昭和39年 4月 株式会社三菱銀行（現 株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

入社 

平成 3年 6月  ダイヤモンドコンピューター

サービス株式会社 入社 

平成 4年 6月 同社取締役 就任 

平成10年 6月 同社常務取締役兼金融本部

長 

 就任 

平成15年12月 パシフィックコンサルタン

ツグループ株式会社監査役 

就任 

平成16年12月 株式会社セルフリーサイエ

ンス監査役 就任 

平成19年 6月 当社監査役 就任（現任） 

  

注4 ―

計 109,200



６．取締役 猪瀬武久は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ７．監査役 中島俊吉は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   ８．監査役 松田純司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では経営理念として、「生き生きとした発展成長を通して、ソフトウェア技術で社会に、そして、お客

様・株主・社員に貢献する。」を掲げておりますが、この経営理念に基づき、各取締役は、責任を持った取締役

会の運営に努めると共に、日常の業務執行において情報を共有しております。 

また、社内における法規遵守に対する高い倫理観を組織の中に浸透させることに努めております。 

当社は、取締役会制度の他に、平成１９年６月に監査役会、会計監査人制度を採用しており、上記の経営理念

を貫くためにも、監査役による監査機能の重要性を認識し、監査強化のため、監査役会は社外監査役２名を含む

４名体制にし、公正な監査を行える体制を整えて参りました。 

今後も、オープン、フェアな精神の基に適時開示に努め、株主・投資家に対する積極的なＩＲ活動や会社説明

会を通じて、「透明感のある企業」の姿勢を維持していく所存であります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

・取締役会 

取締役会は、当事業年度は取締役５名で構成され、原則として毎月１回定例的に開催しており、オブザー

バーとして監査役３名が出席しておりました。今後も同様に開催する予定であります。 

取締役会規則に定められた事項の審議と決議及び報告を行い、臨時取締役会も必要に応じて開催しており

ます。尚、経営体制を強化するため、平成１９年６月より取締役２名増員いたしました。 

当社は経営環境の変化に迅速に対応するため剰余金等会社法第459条１項に定める事項については、法令

に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めており、取締役

の任期を１年に変更いたしました。また、当社の取締役の定数は１０名以内と定款で定めております。 

    ・監査役協議会、監査役会 

監査役協議会は、当事業年度は監査役３名で構成され、原則として毎月１回定例的に開催しておりまし

た。今後も同様に開催する予定であります。 

監査役会規程に定められた事項に基づき、取締役・取締役会に対する監査機能を働かせております。尚、

法令に定める用件を満たし、さらに監査体制を強化するため、平成１９年６月より監査役１名増員し、監

査役会を設置いたしました。 

   ・経営会議 

       経営会議は、常勤取締役、事業所長、部長、経営企画室長及び総合管理室長で構成され、原則として

毎月２回定例的に開催しております。尚、オブザーバーとして常勤監査役が出席しております。取締役

会決議事項の報告、経営会議規程に規定された事項の審議及び決議、報告を行っております。 

  

   



 ②内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

      当社ではコーポレート・ガバナンスの一層の充実に向け、経営上必要で適確な情報収集と意思決定の仕組

みを明確にし、経営の透明性を高めることを目的に制定している取締役会規則・経営会議規程・役員規程

や、リスクマネジメントの一環として定めた社内規程を定期的に見直しております。 

また、個別の社内規程について主管部署を定め、各主管部署が法令・諸規則の遵守のために責任を持った管

理・運用を行っている他、総合管理室が中心となって内部統制構築プロジェクトチームを設置する等、更なる

コンプライアンス体制の強化に向けた取組みを進めております。 

当社は、平成１９年４月より顧問弁護士契約を締結し、法律上の判断を要する場合は、適時、顧問弁護士に

助言を受けております。 

  

    ③内部監査及び監査役監査の状況 

      社長直轄の内部監査担当部門である内部監査室（２名）は、各部署の所管業務が法令、社内規程等に従

い、適切かつ有効に運用されているかを監査し、その結果を社長に報告すると共に、適切な指導を行って、

業務上の過誤による不測の事態の発生を予防し、業務の改善と経営効率の向上を図っております。年度監査

計画に基づき、社内各部署を対象に会計監査、業務監査等を実施しております。 

      監査役会は監査役４名で構成され、原則として毎月１回定例的に開催しております。監査役は取締役会及

び経営会議への出席、期末や中間の決算監査、社内各部署に対する業務監査や会計監査、監査法人との意見

交換等を通じて業務の執行状況を監視し、監査機能の充実を図っております。 

     また、内部監査室と監査役につきましては、それぞれ異なった役割で監査を実施しておりますが、相互補

完的且つ効果的な監査が実施できるよう、監査役による内部監査報告書の内容確認や内部監査への立会実施

等の情報共有に努め、連携を図っております。 

  

    ④会計監査の状況 

      当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、中村和臣（継続監査年数３年）と柴谷哲朗（同３年）であ

り、みすず監査法人に所属しております。また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士７名、会計

士補４名、その他２名であり、その他は、公認会計士試験合格者等であります。 

尚、平成２０年３月期以降の会計監査については、太陽ＡＳＧ監査法人と監査契約を締結し、同監査法人に

よる監査を受ける予定であります。 

       

    ⑤社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役渡辺剛喜は、親会社である富士ソフト株式会社の取締役と兼務しておりますが当社との間で取引

関係はありません。社外監査役中島俊吉は、親会社である富士ソフト株式会社の従業員でありますが当社との

間で取引関係はありません。 

尚、社外取締役渡辺剛喜と社外監査役中島俊吉の両名の株式保有状況は、第一部 第４提出会社の状況 ５

役員の状況をご参照下さい。 

社外取締役猪瀬武久、社外監査役松田純司との間においては記載すべき取引関係はありません。 

  

    

⑥当社の経営意思決定、業務執行及び内部統制の体制は下図のとおりであります。 

  



 

  

(3) 役員報酬の内容 

当事業年度における取締役に対する報酬額 

  37,680千円（その他に平成18年６月の定時株主総会の利益処分による役員賞与9,720千円及び役員退職慰労金

4,713千円、役員賞与引当金繰入額が11,895千円） 

 当事業年度における監査役に対する報酬額 

  3,630千円（その他に平成18年６月の定時株主総会の利益処分による役員賞与150千円及び役員退職慰労金973千

円、役員賞与引当金繰入額が647千円） 

 尚、当社の社外取締役及び社外監査役に対する報酬の支払はありません。 

  

(4) 監査報酬の内容 

当事業年度における当社のみすず監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、

10,000千円であります。尚、それ以外の報酬の支払はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当

事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、みすず監査法人により監査を受けてお

ります。 

尚、前事業年度に係る監査報告書は、平成19年５月17日に提出した有価証券届出書に添付されたものによっており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

1 現金及び預金     380,805     546,734   

2 受取手形     6,512     47,788   

3 売掛金 ※1   1,595,927     1,841,849   

4 商品     10     ―   

5 仕掛品     102,648     98,362   

6 前払費用     29,737     37,102   

7 繰延税金資産     173,728     218,257   

8 その他     12,445     10,565   

9 貸倒引当金     △601     △410   

流動資産合計     2,301,214 81.7   2,800,251 83.4 

Ⅱ 固定資産               

1 有形固定資産               

(1) 建物   153,468     157,260     

減価償却累計額   △15,747 137,720   △22,032 135,227   

(2) 構築物   580     580     

減価償却累計額   △361 219   △457 123   

(3) 工具器具及び備品   5,947     7,091     

減価償却累計額   △3,002 2,944   △3,844 3,246   

(4) 土地     111,613     111,613   

有形固定資産合計     252,498 9.0   250,211 7.4 

2 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     14,985     13,847   

(2) ソフトウェア仮勘定     4,264     ―   

(3) 電話加入権     6,205     6,205   

無形固定資産合計     25,456 0.9   20,052 0.6 

3 投資その他の資産               

(1) 長期前払費用     2,383     1,671   

(2) 繰延税金資産     178,317     219,035   

(3) 敷金・保証金     55,124     66,780   

投資その他の資産合計     235,825 8.4   287,487 8.6 

固定資産合計     513,780 18.3   557,751 16.6 

資産合計     2,814,994 100.0   3,358,003 100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

1 買掛金 ※1   308,552     379,066   

2 未払金 ※1   100,812     72,461   

3 未払費用     106,240     148,597   

4 未払法人税等     212,868     183,338   

5 前受金     3,379     1,387   

6 預り金     14,561     30,280   

7 未払消費税等     107,592     77,246   

8 賞与引当金     326,340     441,000   

9 役員賞与引当金     ―     12,542   

流動負債合計     1,180,347 42.0   1,345,921 40.1 

Ⅱ 固定負債               

1 退職給付引当金     441,078     546,943   

2 役員退職慰労金引当金     12,849     9,424   

固定負債合計     453,927 16.1   556,368 16.6 

負債合計     1,634,275 58.1   1,902,289 56.7 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※2   92,000 3.3   ― ― 

Ⅱ 利益剰余金               

1 利益準備金     11,664     ―   

2 任意積立金               

 (1) 別途積立金   730,000 730,000   ― ―   

3 当期未処分利益     347,054     ―   

利益剰余金合計     1,088,718 38.6   ― ― 

資本合計     1,180,718 41.9   ― ― 

負債及び資本合計     2,814,994 100.0   ― ― 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

1 資本金     ― ―   92,000 2.7 

2 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―       15,962   

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   ―     950,000     

繰越利益剰余金   ―     397,751 1,347,751   

利益剰余金合計     ― ―   1,363,714 40.6 

株主資本合計     ― ―   1,455,714 43.3 

純資産合計     ― ―   1,455,714 43.3 

負債純資産合計     ― ―   3,358,003 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※1   6,965,567 100.0   8,454,136 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,805,669 83.3   7,062,636 83.5 

売上総利益     1,159,897 16.7   1,391,500 16.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

1 役員報酬   48,242     41,310     

2 従業員給与   231,641     289,801     

3 従業員賞与   34,033     42,130     

4 賞与引当金繰入額   33,227     50,416     

5 役員賞与引当金繰入額   ―     12,542     

6 法定福利費   39,092     52,077     

7 退職給付費用   11,751     19,083     

8 役員退職慰労金引当金 
  繰入額 

  3,866     2,261     

9 貸倒引当金繰入額   66     ―     

10 社宅使用料   87,209     82,014     

11 減価償却費   11,449     10,766     

12 その他   174,336 674,917 9.7 212,290 814,695 9.6 

営業利益     484,979 7.0   576,805 6.9 

Ⅳ 営業外収益               

1 受取利息   78     308     

2 雇用助成金   2,501     1,155     

3 事務取扱手数料   1,167     1,301     

4 その他   55 3,803 0.0 95 2,861 0.0 

経常利益     488,783 7.0   579,666 6.9 

Ⅴ 特別利益               

1 貸倒引当金戻入益   ― ― 0.0 190 190 0.0 

Ⅵ 特別損失               

1 固定資産除却損 ※2 11 11 0.0 ― ― ― 

税引前当期純利益     488,771 7.0   579,857 6.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

  298,713     347,131     

法人税等調整額   △94,826 203,887 2.9 △85,247 261,883 3.1 

当期純利益     284,884 4.1   317,973 3.8 

前期繰越利益     62,169     ―   

当期未処分利益     347,054     ―   

      



売上原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 労務費 ※1 3,723,002 64.6 4,268,514 60.9 

Ⅱ 外注加工費   1,864,645 32.3 2,492,992 35.6 

Ⅲ 経費 ※2 177,725 3.1 248,080 3.5 

当期総製造費用   5,765,374 100.0 7,009,588 100.0 

期首仕掛品棚卸高   58,681   102,648   

計   5,824,055   7,112,236   

期末仕掛品棚卸高   102,648   98,362   

他勘定振替高   ―   256   

当期製造原価   5,721,407   7,013,617   

期首商品棚卸高   623   10   

計   5,722,031   7,013,627   

当期商品仕入高   83,648   49,008   

期末商品棚卸高   10   ―   

当期売上原価   5,805,669   7,062,636   

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※1  労務費には、次の内容が含まれております。 

  

従業員給与 2,628,255千円

従業員賞与 247,791千円

賞与引当金繰入額 292,614千円

退職給付費用 111,164千円

※1  労務費には、次の内容が含まれております。 

従業員給与 2,875,771千円

従業員賞与 352,846千円

賞与引当金繰入額 390,583千円

退職給付費用 131,442千円

※2  経費には、次の内容が含まれております。 

  

旅費交通費 61,809千円

地代家賃 50,219千円

※2  経費には、次の内容が含まれております。 

旅費交通費 90,764千円

地代家賃 73,349千円

 3  原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算

を採用しております。 

 3  原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算

を採用しております。 



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 

平成18年3月31日残高(千円) 92,000 ― 

事業年度中の変動額     

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― ― 

平成19年3月31日残高(千円) 92,000 ― 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(千円) 11,664 730,000 347,054 1,088,718 ― 1,180,718 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当(注) 3,310   △36,418 △33,108   △33,108 

 役員賞与(注) 987   △10,857 △9,870   △9,870 

 別途積立金の積立(注)   220,000 △220,000 －   － 

 当期純利益     317,973 317,973   317,973 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 4,297 220,000 50,697 274,995 ― 274,995 

平成19年3月31日残高(千円) 15,962 950,000 397,751 1,363,714 ― 1,455,714 

  評価・換算 
差額等 新株予約権 純資産合計 

平成18年3月31日残高(千円) ― ― 1,180,718 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △33,108 

 役員賞与(注)     △9,870 

 別途積立金の積立(注)     － 

 当期純利益     317,973 

 株主資本以外の項目の当 
 事業年度中の変動額(純額)     ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― ― 274,995 

平成19年3月31日残高(千円) ― ― 1,455,714 



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

1 税引前当期純利益   488,771 579,857 

2 減価償却費   12,294 11,997 

3 貸倒引当金の増減額   66 △190 

4 賞与引当金の増加額   88,511 114,659 

5 役員賞与引当金の増加額   ― 12,542 

6 退職給付引当金の増加額   91,535 105,864 

7 役員退職慰労金引当金の増減額   3,866 △3,424 

8 受取利息   △78 △308 

9 有形固定資産除却損   11 ― 

10 無形固定資産除却損   ― 2,961 

11 売上債権の増加額   △536,751 △287,198 

12 たな卸資産の増減額   △43,353 4,295 

13 仕入債務の増減額   △116,385 70,513 

14 役員賞与の支払額   △11,660 △9,870 

15 その他   171,486 △7,735 

 小計   148,314 593,964 

16 利息の受取額   78 308 

17 法人税等の支払額   △176,906 △376,660 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   △28,513 217,612 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

1 有形固定資産の取得による支出   △7,929 △4,936 

2 無形固定資産の取得による支出   △5,445 △2,332 

3 貸付けによる支出   △1,700 △1,130 

4 貸付金の回収による収入   1,506 1,479 

5 その他   △19,178 △11,656 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △32,746 △18,576 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

1 配当金の支払額   △11,587 △33,108 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   △11,587 △33,108 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △72,848 165,928 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   453,654 380,805 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 380,805 546,734 

      



⑤ 【利益処分計算書】 

  

(注) （ ）内の日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年6月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益     347,054 

Ⅱ 利益処分額       

1 利益準備金   4,297   

2 配当金   33,108   

3 取締役賞与金   9,720   

4 監査役賞与金   150   

5 任意積立金       

(1) 別途積立金   220,000 267,275 

Ⅲ 次期繰越利益     79,778 

      



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

1  たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

   個別法による原価法 

(1)商品 

   同左 

  (2)仕掛品 

   個別法による原価法 

(2)仕掛品 

    同左 

2  固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

   建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法、その他については

定率法を採用しております。 

   尚、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

   建物       3～39年 

   構築物       4 年 

   工具器具及び備品 4～15年 

(1)有形固定資産 

    同左 

  (2)無形固定資産 

   自社利用ソフトウェアは、社内

における利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっております。 

(2)無形固定資産 

   同左 

3  引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金 

   同左 

  (2)賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき当期に見合う分を計上して

おります。 

(2)賞与引当金 

   同左 

    

   ―――――――――――― 

(3)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき当事業年度に見合う分を計上

しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益、税引前

当期純利益及び当期純利益が、

12,542千円減少しております。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

  (4)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき、計上しており

ます。 

   会計基準変更時差異について

は、7年による按分額を費用処理し

ております。 

   数理計算上の差異については、

各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（5年）による按分額をそれぞれ発

生の翌期より費用処理することと

しております。 

(4)退職給付引当金 

   同左 

  (5)役員退職慰労金引当金 

   役員の退職慰労金支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(5)役員退職慰労金引当金 

   同左 

4  リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左 

5  キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、且つ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ケ月以内に償還期日の到

来する短期投資としております。 

 同左 

6  その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 消費税等の会計処理 

   同左 



会計処理の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

   ―――――――――――――――――――― 

  

   ―――――――――――――――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

尚、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,455,714千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度
(平成19年3月31日) 

※1  関係会社に対する債権債務の明細は次のとおりで

あります。 

  

 売掛金 368,635千円

 買掛金 33,843千円

 未払金 51,749千円

※1  関係会社に対する債権債務の明細は次のとおりで

あります。 

  

 売掛金 321,672千円

※2  会社が発行する株式及び発行済株式の総数は次の

とおりであります。 

  

 授権株式数     普通株式 6,621,600株

 発行済株式総数   普通株式 1,655,400株

  

   ―――――――――――――――――――― 

  

   ―――――――――――――――――――― 

3  当座貸越契約 

当社は、運転資金等の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しており

ます。 

 当契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

   

    当座貸越極度額     500,000千円 

    借入実行残高        － 千円 

     差引額         500,000千円 

  



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※1  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

  

 売上高 3,516,574千円

※1  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

  

  

 売上高 2,697,376千円

※2  固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

 工具器具及び備品 11千円

  

   ―――――――――――――――――――― 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 1,655,400 － － 1,655,400

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月23日 
定時株主総会 

普通株式 33,108 20 平成18年3月31日 平成18年6月24日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月26日 
定時株主総会 

普通株式 繰越利益剰余金 46,351 28 平成19年3月31日 平成19年6月27日



 (キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 380,805千円

現金及び現金同等物 380,805千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 546,734千円

現金及び現金同等物 546,734千円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

  工具器具及び備品 

取得価額相当額 29,129千円  

減価償却累計額相当額 11,204千円  

期末残高相当額 17,924千円  

  工具器具及び備品 

取得価額相当額 30,876千円  

減価償却累計額相当額 15,861千円  

期末残高相当額 15,015千円  

 2．未経過リース料期末残高相当額 

  

1年以内 6,453千円

1年超 11,777千円

合 計 18,230千円

 2．未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 7,764千円

1年超 7,626千円

合 計 15,391千円

 3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 7,696千円

減価償却費相当額 7,050千円

支払利息相当額 596千円

 3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 8,160千円

減価償却費相当額 7,718千円

支払利息相当額 511千円

 4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

 ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 利息相当額の算定方法 

 ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

   同左 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

   同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年3月31日) 

当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成19年3月31日) 

当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(平成18年3月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成19年3月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度
(平成19年3月31日) 

 1．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度を設けております。尚、当社は厚生年金基金に加

入しており、退職時に厚生年金基金より支給される

一時金相当額を退職一時金より差引いて支給してお

ります。厚生年金基金については「全国情報サービ

ス産業厚生年金基金」に加入しております。 
  

 1．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度を設けております。尚、当社は厚生年金基金に加

入しており、退職時に厚生年金基金より支給される

一時金相当額を退職一時金より差引いて支給してお

ります。厚生年金基金については「全国情報サービ

ス産業厚生年金基金」に加入しております。 

 2．退職給付債務に関する事項 

(注)1．当社が加入する「全国情報サービス産業厚生年

金基金」は総合設立型であり、当社の拠出に対

応する年金資産の額を合理的に計算することが

出来ないため、当該年金基金からの期末一時金

受取可能額を退職給付債務から減額して記載し

ております。尚、当事業年度の加入員数の比率

を基準として計算した、当該年金基金における

当社の拠出に対応する年金資産の額は、

2,197,875千円であります。 

①退職給付債務 △544,022千円

②会計基準変更時差異 1,425千円

③未認識数理計算上の差異 101,517千円

④未認識過去勤務債務 ―

⑤貸借対照表計上額純額  

①+②+③+④ △441,078千円

⑥前払年金費用 ―

⑦退職給付引当金 ⑤+⑥ △441,078千円

 2．退職給付債務に関する事項 

(注)1．当社が加入する「全国情報サービス産業厚生年

金基金」は総合設立型であり、当社の拠出に対

応する年金資産の額を合理的に計算することが

出来ないため、当該年金基金からの期末一時金

受取可能額を退職給付債務から減額して記載し

ております。尚、当事業年度の加入員数の比率

を基準として計算した、当該年金基金における

当社の拠出に対応する年金資産の額は、

2,579,917千円であります。 

①退職給付債務 △584,325千円

②会計基準変更時差異 ―

③未認識数理計算上の差異 37,382千円

④未認識過去勤務債務 ―

⑤貸借対照表計上額純額  

①+②+③+④ △546,943千円

⑥前払年金費用 ―

⑦退職給付引当金 ⑤+⑥ △546,943千円

（平成18年3月31日）

  

調整前退職給付債務 △629,325千円

厚生年金基金一時金受取可能額 85,303千円

退職給付債務（=①） △544,022千円

（平成19年3月31日）

調整前退職給付債務 △684,850千円

厚生年金基金一時金受取可能額 100,524千円

退職給付債務（=①） △584,325千円

 3．退職給付費用に関する事項 

  

①勤務費用 96,162千円

②利息費用 9,612千円

③会計基準変更時差異の費用処理額 1,425千円

④数理計算上の差異の費用処理額 15,715千円

⑤退職給付費用 ①+②+③+④ 122,915千円

 3．退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 110,296千円

②利息費用 12,586千円

③会計基準変更時差異の費用処理額 1,425千円

④数理計算上の差異の費用処理額 26,217千円

⑤退職給付費用 ①+②+③+④ 150,526千円

 4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(注)1．発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数による按分額を、発生年度の翌期より損益

処理しております。 
  

①割引率 2.0％

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③会計基準変更時差異の処理年数 7年

④数理計算上の差異の処理 (注)1 5年

 4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(注)1．同左 

①割引率 2.0％

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③会計基準変更時差異の処理年数 7年

④数理計算上の差異の処理 (注)1 5年



(ストック・オプション等関係) 

当事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

     ストック・オプション等を従業員等に付与しておりませんので、該当事項はありません。 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度
(平成19年3月31日) 

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 （繰延税金資産） 

  

 賞与引当金繰入限度超過額 151,726千円

 未払事業税否認額 18,965千円

 退職給付引当金繰入限度超過額 171,299千円

 役員退職慰労引当金否認額 5,152千円

 その他 4,901千円

 繰延税金資産合計 352,045千円

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 （繰延税金資産） 

 賞与引当金繰入限度超過額 197,994千円

 未払事業税否認額 15,658千円

 退職給付引当金繰入限度超過額 214,680千円

 役員退職慰労引当金否認額 3,779千円

 その他 5,180千円

 繰延税金資産合計 437,293千円

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が、法定実効税率の100分の5以下であ

るため記載しておりません。 
  

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率       40.1％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目        1.6 

住民税均等割        0.3 

過年度法人税等負担率     1.8 

税率変更による繰延税金 

資産の減額修正        1.3 

その他            0.1  

税効果会計適用後の法人税  45.2％ 

等の負担率 

  

  3．繰延税金資産の計算に使用した法定実効税率は、前

事業年度は流動区分については41.5%、固定区分に

ついては40.1%としておりましたが、当事業年度は

流動区分、固定区分ともに40.1％であり、これに伴

い、繰延税金資産の金額及び法人税等調整額が

7,619千円減少しております。これは、翌事業年度

において増資により資本金が1億円超になり外形標

準課税の適用を受けることが見込まれるためであり

ます。 

  



【関連当事者との取引】 

 前事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) ソフトウェア開発売上高、商品仕入高及び外注取引については、市場価格を参考として当社と関連を有しない会社と同

様に決定しております。 

 (2) 社宅使用料については、近隣の取引実勢を勘案し、交渉のうえ決定しております。 

 (3) 支払出向料については、出向者人件費相当額であります。 

 (4) その他費用については、主に事務用品費であり、市場価格を参考として当社と関連を有しない会社と同様に決定してお

ります。 

  

当事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

ソフトウェア開発売上高については、市場価格を参考として当社と関連を有しない会社と同様に決定しております。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
富士ソフト 
エービーシ 
株式会社 

神奈川県 
横浜市 
中区 

26,200,289
情報サービ
ス事業 

(被所有)
74.94％ 
直接 

兼任1人
当社製品
の販売等 

ソフトウェ

ア開発売上

高 
3,516,574 売掛金 368,635

商品仕入高 70,204 
買掛金 33,843

外注取引 37,140 
支払出向料 349,698 

未払金 51,749
その他費用 8,222 
社宅使用料 70,166  ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 富士ソフト 
株式会社 

神奈川県 
横浜市 
中区 

26,200,289
情報サービ
ス事業 

(被所有)
74.94％ 
直接 

兼任1人
当社製品
の販売等 

ソフトウェ

ア開発売上

高 
2,697,376 売掛金 321,672



(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益 

  

  

  

  

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

１株当たり純資産額 707円29銭 879円37銭 

１株当たり当期純利益 166円13銭 192円08銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

項目
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 1,455,714 

普通株式に係る純資産額(千円) ― 1,455,714 

普通株式の発行済株式数(株) ― 1,655,400 

普通株式の自己株式数(株) ― ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 
― 1,655,400 

項目
前事業年度

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 284,884 317,973 

普通株式に係る当期純利益(千円) 275,014 317,973 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)     

  利益処分による役員賞与金 9,870 ― 

普通株主に帰属しない金額(千円) 9,870 ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,655,400 1,655,400 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 



  

  

該当事項はありません。 

  

（重要な新株の発行） 

平成19年5月17日及び平成19年5月30日開催の取締役会

において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成19

年6月18日に払込が完了致しました。 

この結果、平成19年6月18日付で資本金は399,562千

円、発行済株式総数は2,005,400株となっております。 

  

  

１．募集方法 ：一般募集 

（ブックビルディング方

式による募集） 

２．発行する株式の種

類及び数 

：普通株式    350,000株 

  

３．発行価格 ：1株につき   1,900円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

４．引受価額 ：1株につき  1,757円50銭 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込

金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人

の手取金となります。 

５．発行価額 ：1株につき  1,445円 

（資本組入額 878円75銭） 

６．発行価額の総額 ：505,750千円 

７．払込金額の総額 ：615,125千円 

８．資本組入額の総額 ：307,562千円 

９．払込期日 ：平成19年6月18日 

10．資金の使途 ：人材教育費及び人材採用

費、業容拡大に伴う運転

資金 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  



【有形固定資産等明細表】 

  

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(千円) 

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

 建物 153,468 3,792 ― 157,260 22,032 6,285 135,227 

 構築物 580 ― ― 580 457 96 123 

 工具器具及び備品 5,947 1,144 ― 7,091 3,844 842 3,246 

 土地 111,613 ― ― 111,613 ― ― 111,613 

有形固定資産計 271,609 4,936 ― 276,546 26,334 7,223 250,211 

無形固定資産               

 ソフトウェア 21,300 3,635 ― 24,935 11,088 4,774 13,847 

 ソフトウェア仮勘定 4,264 ― 4,264 ― ― ― ― 

 電話加入権 6,205 ― ― 6,205 ― ― 6,205 

無形固定資産計 31,770 3,635 4,264 31,141 11,088 4,774 20,052 

長期前払費用 2,739 ― ― 2,739 1,067 711 1,671 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 601 410 ― 601 410 

賞与引当金 326,340 441,000 326,340 ― 441,000 

役員賞与引当金 ― 12,542 ― ― 12,542 

役員退職慰労金引当金 12,849 2,261 5,686 ― 9,424 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

Ａ 資産の部 

(a) 現金及び預金 

  

  

(b) 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額（千円） 

現金 351 

  普通預金 246,383

預金の種類 定期預金 300,000

  計 546,383

合計 546,734 

相手先 金額（千円） 

森尾電機株式会社  36,978 

東芝電波システムエンジニアリング株式会社 5,860 

リコー東北株式会社 2,184 

株式会社東芝 1,939 

株式会社大谷ビジネス 827 

計 47,788 

期日別 金額（千円） 

平成19年4月満期 3,808 

  〃  5月 〃  24,276 

  〃  6月 〃  1,375 

  〃  7月 〃  18,327 

計 47,788 



(c) 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(d) 仕掛品 
  

  

(e)  繰延税金資産（流動資産） 
  

  

相手先 金額（千円） 

日本電気通信システム株式会社 716,337 

富士ソフト株式会社 321,672 

富士通株式会社 193,665 

株式会社アイアイジェイ テクノロジー 54,390 

東北日本電気株式会社 50,968 

その他 504,816 

計 1,841,849 

期首残高(千円) 
  
(A) 

当期発生高(千円)
  
(B) 

当期回収高(千円)
  
(C) 

当期末残高(千円)
  
(D) 

回収率(％)
  

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間(日) 
(A)＋(D) 

２ 
(B) 
365 

1,595,927 8,594,649 8,348,727 1,841,849 81.9 73.0 

区分 金額（千円） 

ソフトウェア開発関連 96,232 

テクニカルサービス関連 2,130 

計 98,362 

区分 金額（千円） 

賞与引当金繰入限度超過額 197,994 

未払事業税否認額 15,658 

その他 4,604 

計 218,257 



(f)  繰延税金資産（固定資産） 

  

  

区分 金額（千円） 

退職給付引当金繰入限度超過額 214,680 

役員退職慰労金引当金否認額 3,779 

その他 576 

計 219,035 



Ｂ 負債の部 

(a) 買掛金 

  

  

(b) 未払法人税等 

  

  

(c) 退職給付引当金 

  

  

相手先 金額（千円） 

株式会社エーエスエル 24,023 

ソフトウェアクリエイション株式会社 16,563 

株式会社ステップ 15,775 

インフォテクノ株式会社 15,750 

株式会社オーエー研究所 14,013 

その他 292,940 

計 379,066 

区分 金額（千円） 

法人税 118,871 

事業税 39,173 

市民税 14,493 

都道府県民税 10,799 

計 183,338 

相手先 金額（千円） 

退職給付債務 584,325 

未認識数理計算上の差異 △37,382 

計 546,943 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 単元未満株式を有する株主は、会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款に

て定めております。 

  

  

事業年度 4月1日から3月31日まで 

定時株主総会 6月中 

基準日 3月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券 

剰余金の配当の基準日 3月31日、9月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により電子公告によることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第２４条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

尚、富士ソフト株式会社は、当事業年度末日現在、当社発行済株式総数の７４．９４％を所有する親会社でありま

す。同社は、継続開示会社であり東京証券取引所に上場しております。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  
  

有価証券届出書 

及びその添付書類 

  

有償一般募集増資(ブックビルディング
方式による募集)及び株式売出し(ブッ
クビルディング方式による売出し) 

  
平成19年５月17日 

東北財務局長に提出。 

  
  
(2)  
  
  

  
有価証券届出書の 

訂正届出書 

  

  
上記(1)に係る訂正届出書であります。
  
  

  

  
平成19年５月31日及び 

平成19年６月11日 

東北財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年５月１７日

サ イ バ ー コ ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイバーコム株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サイバーコム株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 和 臣 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 谷 哲 朗 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２６日

サイバーコム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサイバーコム株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サイバーコム株式会

社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年６月１８日を払込期日とする新株式の発行を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 和 臣 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 谷 哲 朗 
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